　１１　訪問介護　
指定基準のチェック表
各項目の基準について確認し、適合する場合は「適合」に○を付けてください。
適合しない場合は「不適合」に○を付け、速やかに改善してください。

	事業所番号
	２
	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所名称
	

	管理者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	確　認　日
	　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日


	項目
	確認内容
	適合
	不

適合
	該当

なし

	人員基準

第５条第１項

（訪問介護員等の員数）

※最近の４週間で確認してください。
	· 事業所において定める常勤の従業者が勤務すべき４週当たりの時間数は、（Ａ　　　　）。
※通常は、１６０時間。最低、１２８時間。

· 非常勤の訪問介護員等（登録型ヘルパーを含む）が勤務した延べ時間（移動時間を含む）は、（Ｂ　　　　）。
· 【訪問介護員等】（常勤職員数）＋｛（Ｂ）÷（Ａ）｝

≧２．５　である。
	
	
	

	人員基準

第５条第２項、第５項
（サービス提供責任者）
	· サービス提供責任者について、常勤の訪問介護員等の内から、利用者の数（前３月の平均値）が４０人又はその端数を増すごとに１人以上を配置している。

※利用者の数が４０人を超える事業所においては、常勤換算方法がよることができるが、その場合の員数は、利用者の数を４０で除して得られた数（小数第１位に切り上げた数）以上。

· 常勤換算方法とする事業所については、常勤のサービス提供責任者を、以下の①又は②とおり配置している。

①　利用者の数が４０人超２００人以下

常勤換算方法としない場合に必要となる員数から１を減じて得られる数以上。

②　利用者の数が２００人超

常勤換算方法としない場合に必要となる員数に２を乗じて３で除して得られた数（１の位に切上げた数）以上。
※　常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置している事業所において、サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合にあっては、利用者の数が５０人又はその端数を増すごとに１人以上とすることができる。
· 非常勤のサービス提供責任者を配置している場合、当該非常勤の勤務時間は、常勤の訪問介護員等が勤務すべき時間数（３２時間以上）の１／２以上である。
	
	
	

	人員基準

第６条

（管理者）
	· 管理者は、常勤でかつ原則として当該事業所の管理業務に専従している。（次の兼務は管理業務に支障あり。）
・当該事業所の訪問介護員等と兼務したうえで、他の
事業所の管理者、従業者と兼務している。
	
	
	

	運営基準

第１９条

（サービス提供の記録）
	· 指定訪問介護を提供した際には、提供日及び内容、保険給付の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載している。

· サービス提供の記録について、２年間保存している。
	
	
	

	運営基準

第２３条、３９条
（具体的取扱方針、記録の整備）
	· 指定訪問介護の提供にあたり、当該利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っていない。

· 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由を記録している。
	
	
	

	運営基準

第２４条

（訪問介護計画の作成）
	· サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえたうえで、目標や具体的なサービス内容等を記載した訪問介護計画を作成している。

· 訪問介護計画については、利用者の同意を得るとともに、利用者に交付している。

· 訪問介護計画について、２年間保存している。
	
	
	

	運営基準

第２８条

（管理者、サービス提供責任者の責務）
	· 管理者は、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行っているとともに、従業者に対して、介護保険関係法令を遵守させるために必要な指揮命令を行っている。
	
	
	

	
	· サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成の他、利用の申込みに係る調整等、指定基準に定める業務を適切に行っている。
	
	
	

	運営基準

第３０条

（勤務体制の確保等）
	· 事業所ごとに訪問介護員等の勤務の体制を定め、月ごとの勤務表を作成しており、当該事業所の訪問介護員等によってサービスを提供している。
	
	
	

	
	· すべての訪問介護員等（登録型ヘルパーを含む）の雇用契約書等を作成し、資格者証等の写しを保管している。
	
	
	

	
	· 口腔内の喀痰吸引その他の行為を行う訪問介護員等について、派遣労働者に従事させていない。
	
	
	

	
	· すべての訪問介護員等（登録型ヘルパーを含む）の資質向上のための研修の機会を設けている。
	
	
	

	
	· 職場におけるハラスメント防止のための方針の明確化等を行っている。
※　性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境が害されることを防止するための方針を明確化し、従業者に周知・啓発しているか。
	
	
	

	運営基準
第３０条の２
（業務継続計画の策定等）
	· 業務継続計画を策定し、定期的に、必要な研修及び訓練の実施、業務継続計画の見直しを行っている。
※　感染症または非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施し、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画に従い必要な措置を講じているか。
	
	
	

	
	· 未実施の場合は、業務継続計画未実施減算を行っている。（Ｒ7.3.31まで経過措置あり）
	（経過措置あり）

	運営基準

第３１条

（衛生管理等）
	· 訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態の管理、設備及び備品等の衛生的な管理に努めるとともに、特に感染症の予防のための備品の配備等を行っている。
	
	
	

	
	· 感染症の予防及びまん延防止のため、指針を整備しており、対策を検討する委員会の開催、研修及び訓練を定期的に実施している。
※　対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともにその結果を従業者に周知徹底を図っているか。
	
	
	

	運営基準

第３２条

（掲示）
	· 事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示している。
	
	
	

	
	· 重要事項をウェブサイトに掲載している。
（Ｒ7.3.31まで経過措置あり）
	（経過措置あり）

	運営基準

第３３条

（秘密保持等）
	· 従業者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしていない。
	
	
	

	
	· 従業者でなくなった場合にも、利用者等の秘密を保持することについて、雇用契約等に定めている。
	
	
	

	
	· サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ている。
	
	
	

	運営基準

第３６条、第３７条、

（苦情処理、事故発生時の対応）
	· 苦情、事故等について、速やかに文書にて記録し、その完結の日から２年間保存している。
	
	
	

	
	· 苦情、事故等の内容について、事業所内で共有し、再発防止策を検討している。
	
	
	

	
	· 三重県医療保健部長寿介護課が作成する「介護保険相談・苦情・事故発生時の対応マニュアル」により、保険者に報告している。
	
	
	

	運営基準
第２９条、
第３７条の２
（運営規定、虐待の防止）
	· 事業所において虐待の防止のための指針を整備し、対策を検討する委員会の開催、虐待の防止のための研修を定期的に実施している。また、その担当者を置いている。
· 「虐待の防止のための措置に関する事項」について、運営規定で定めている。
※　虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともにその結果について従業者に周知徹底を図っているか。
· 未実施の場合は、虐待の防止未実施減算を行っている。

	
	
	


【11訪問介護】

